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【補正の内容】
【０１３４】
　上述の説明、図面ならびに請求項において開示される本発明の特徴は、単独でも任意の
組み合わせにおいても、種々異なる実施形態で本発明を実現するために重要であり得る。
　以下、本発明の好ましい実施形態を項分け記載する。
　実施形態１　
　プラズマトーチヘッド、レーザ切断ヘッドまたはプラズマレーザ切断ヘッド用のノズル
（２）であって、長手方向軸線Ｍを有する本体（２０）と、前端部（２２）と、後端部（
２８）と、前記前端部（２２）に設けられたノズル開口（２４）とを含み、前記前端部（
２２）の前記ノズル開口（２４）が、前記前端部から見て、縦断面で少なくとも以下の区
分、すなわち
　－前記長手方向軸線Ｍに沿って延び、前記後端部（２８）に向かう方向で先細りする第
１の区分Ａ１であって、内面（２１１）と、前記前端部（２２）に設けられた本体エッジ
（２０１）とを備えた第１の区分Ａ１と、
　－前記長手方向軸線Ｍに沿って延びる第２の区分Ａ３であって、内面（２２０）と、前
記第１の区分Ａ１から前記第２の区分Ａ３への移行部に設けられた本体エッジ（２０３）
とを備えた第２の区分Ａ３と
を含んでいて、
　前記前端部（２２）における前記ノズル開口（２４）の前記本体エッジ（２０１）と、
前記第１の区分Ａ１から前記第２の区分Ａ３への前記移行部に設けられた前記本体エッジ
（２０３）との間の仮想の接続ラインＶ１と、前記長手方向軸線Ｍとが、１５°～４０°
の範囲、好適には２０°～３８°の範囲、さらに好適には２０°～３５°の範囲、最も好
適には２５°～３５°の範囲の角度α１を形成し、かつ／または前記第１の区分Ａ１の前
記内面（２１１）と、前記長手方向軸線Ｍとが、１０°～３０°の範囲、好適には１２°
～３０°の範囲、さらに好適には１４°～２５°の範囲、さらに好適には１５°～２０°
の範囲、最も好適には１７°～２０°の範囲の角度αを形成し、かつ
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　前記第１の区分Ａ１から前記第２の区分Ａ３への前記移行部に設けられた前記本体エッ
ジ（２０３）と前記第２の区分Ａ３から第３の区分Ａ５への移行部に設けられた本体エッ
ジ（２０５）との間の仮想の接続ラインＶ３と、前記長手方向軸線Ｍとが、０°～８°の
範囲、好適には５°の角度γ１を形成して前記後端部（２８）に向かう方向で拡開するか
、または１７２°～１８０°の範囲、好適には１７５°の角度γ１を形成して前記後端部
（２８）に向かう方向で先細りするか、または前記長手方向軸線Ｍに対して平行に延びる
、または
　前記第２の区分Ａ３の前記内面（２２０）が、０°～８°の範囲、好適には５°の角度
γで前記後端部（２８）に向かう方向で拡開するか、または１７２°～１８０°の範囲、
好適には１７５°の角度で前記後端部（２８）の方向に向かう方向で先細りするか、また
は前記長手方向軸線Ｍに対して平行に延びる、
ノズル（２）。
　実施形態２　
　前記第１の区分Ａ１から前記第２の区分Ａ３への前記移行部において、または該移行部
の手前または直前に、前記長手方向軸線Ｍに対して４５°～１２０°の範囲、好適には６
０°～１１０°の範囲、さらに好適には８０°～１００°の範囲、さらに好適には８５°
～９５°の範囲の角度βで延び、最も好適には垂直方向に延びる、少なくとも１つの別の
内面（２１３）が位置している、実施形態１記載のノズル（２）。
　実施形態３　
　前記前端部（２２）から見て、前記第２の区分Ａ３の背後に、前記長手方向軸線Ｍに沿
って延び、前記後端部（２８）に向かう方向で拡開する、内面（２２４）を備えた第３の
区分Ａ５が存在している、実施形態１または２記載のノズル（２）。
　実施形態４　
　前記第３の区分（Ａ５）の前記内面（２２４）が、前記長手方向軸線Ｍに沿って前記後
端部（２８）に向かう方向で拡開する少なくとも１つの領域を有していて、該領域の内面
と、前記長手方向軸線Ｍとが、３０°～９０°の範囲、好適には４０°～７５°の範囲の
角度δを形成する、実施形態３記載のノズル。
　実施形態５　
　前記前端部（２２）から見て、前記第３の区分Ａ５の背後に、内面（２２７）を備えた
第４の区分Ａ７が存在していて、前記第２の区分Ａ３から前記第３の区分Ａ５への前記移
行部に設けられた前記本体エッジ（２０５）と、前記第３の移行部Ａ５から前記第４の区
分Ａ７への移行部に設けられた本体エッジ（２０６）との間の仮想の接続ラインＶ４と、
前記長手方向軸線Ｍとが、３０°～９０°の範囲、好適には４０°～７５°の範囲の角度
δ１を形成し、かつ／または前記第３の区分Ａ５の前記内面（２２４）と、前記長手方向
軸線Ｍとが、３０°～９０°の範囲、好適には４０°～７５°の範囲の角度δを形成する
、実施形態３記載のノズル。
　実施形態６　
　前記前端部（２２）から見て、前記第３の区分Ａ５の背後に、内面（２２７）を備えた
第４の区分Ａ７が存在していて、該第４の区分Ａ７の前記内面（２２７）が、前記長手方
向軸線Ｍに対して０°～１０°の範囲、好適には５°の角度εで前記後端部（２８）に向
かう方向で拡開するか、または１７０°～１８０°の範囲、好適には１７５°の角度で前
記後端部（２８）に向かう方向で先細りするか、または前記長手方向軸線Ｍに対して平行
に延びる少なくとも１つの領域を有している、または
　前記第４の区分Ａ７の前記内面（２２７）が、前記長手方向軸線Ｍに対して、０°～１
０°の範囲、好適には５°の角度εで前記後端部（２８）に向かう方向で拡開するか、ま
たは１７０°～１８０°の範囲、好適には１７５°の角度で前記後端部（２８）に向かう
方向で先細りするか、または前記長手方向軸線Ｍに対して平行に延びる、実施形態３記載
のノズル（２）。
　実施形態７　
　前記第１の区分Ａ１が、前記前端部（２２）から見て、円錐状、凸状または凹状に先細
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りする、かつ／または
　前記第２の区分Ａ３が、円錐状、凸状または凹状に先細りするかまたは拡開する、かつ
／または
　前記第３の区分Ａ５が、円錐状、凸状または凹状に拡開する、かつ／または
　前記第４の区分Ａ７が、円錐状、凸状または凹状に先細りするかまたは拡開する、
実施形態１から６までのいずれか１項記載のノズル（２）。
　実施形態８　
　前記第１の区分Ａ１が、前記前端部（２２）から見て、連続的または非連続的に先細り
する、かつ／または
　前記第２の区分Ａ３が、連続的または非連続的に先細りするかまたは拡開する、かつ／
または
　前記第３の区分Ａ５が、連続的または非連続的に拡開する、かつ／または
　前記第４の区分Ａ７が、連続的または非連続的に先細りするかまたは拡開する、
実施形態１から６までのいずれか１項記載のノズル（２）。
　実施形態９　
　前記第１の区分Ａ１が、前記前端部（２２）から見て、段階的に先細りする、かつ／ま
たは
　前記第２の区分Ａ３が、段階的にかつ／または前記長手方向軸線Ｍに対して垂直方向に
先細りするかまたは拡開する、かつ／または
　前記第３の区分Ａ５が、段階的にかつ／または前記長手方向軸線Ｍに対して垂直方向に
拡開する、かつ／または
　前記第４の区分Ａ７が、段階的にかつ／または前記長手方向軸線Ｍに対して垂直方向に
先細りするかまたは拡開する、
　実施形態１から６までのいずれか１項記載のノズル（２）。
　実施形態１０　
　前記第１の区分Ａ１および前記第２の区分Ａ３、または
　前記第２の区分Ａ３および前記第３の区分Ａ５、または
　前記第３の区分Ａ５および前記第４の区分Ａ７、または
　前記第１の区分Ａ１、前記第２の区分Ａ３および前記第３の区分Ａ５、または
　前記第２の区分Ａ３、前記第３の区分Ａ５および前記第４の区分Ａ７、または
　前記第１の区分Ａ１、前記第２の区分Ａ３、前記第３の区分Ａ５および前記第４の区分
Ａ７が、互いに直接に続いている、実施形態１から９までのいずれか１項記載のノズル（
２）。
　実施形態１１　
　前記第１の区分Ａ１の最大の横断面積Ａ１０、および／または前記ノズル開口（２４）
の、該ノズル開口（２４）の前記前端部（２２）に直接に位置する最大の横断面積Ａ１０
が、前記第２の区分Ａ３の最小の横断面積Ａ３０，Ａ３１および／または前記ノズル開口
（２４）の最小の横断面積Ａ３０，Ａ３１よりも最小で１．７倍、好適には２．１倍大き
く、かつ／または最大で４．０倍、好適には３．７倍大きい、実施形態１から１０までの
いずれか１項記載のノズル（２）。
　実施形態１２　
　前記第１の区分Ａ１の最大の直径Ｄ１、および／または前記ノズル開口（２４）の、該
ノズル開口（２４）の前記前端部に直接に位置する最大の直径Ｄ１が、前記第２の区分Ａ
３の最小の直径Ｄ３および／または前記ノズル開口（２４）の最小の直径Ｄ３よりも最小
で１．３倍、好適には１．４５倍大きく、かつ／または最大で２．１倍、好適には１．９
倍大きい、実施形態１から１１までのいずれか１項記載のノズル（２）。
　実施形態１３　
　前記第１の区分Ａ１の最大の直径Ｄ１、および／または前記ノズル開口（２４）の、該
ノズル開口（２４）の前記前端部（２２）に直接に位置する最大の直径Ｄ１が、前記第２
の区分Ａ３の最小の直径Ｄ３および／または前記ノズル開口（２４）の最小の直径Ｄ３よ
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りも最小で０．５ｍｍ、好適には０．６ｍｍ大きく、かつ／または最大で１．２ｍｍ、好
適には１．０ｍｍ大きい、実施形態１から１２までのいずれか１項記載のノズル（２）。
　実施形態１４　
　前記第１の区分Ａ１の、前記長手方向軸線Ｍに沿って延びる長さＬ１と、前記第２の区
分Ａ３の、前記長手方向軸線Ｍに沿って延びる長さＬ３との商Ｌ１／Ｌ３が、０．５～１
．２、好適には０．６５～１である、実施形態１から１３までのいずれか１項記載のノズ
ル（２）。
　実施形態１５　
　前記第３の区分Ａ５の、前記長手方向軸線Ｍに沿って延びる長さＬ５と、前記第１の区
分Ａ１の、前記長手方向軸線Ｍに沿って延びる長さＬ１との商Ｌ５／Ｌ１が、１．５以下
であり、好適には１．２５以下である、実施形態１から１４までのいずれか１項記載のノ
ズル（２）。
　実施形態１６　
　前記第３の区分Ａ５の、前記長手方向軸線Ｍに沿って延びる長さＬ５と、前記第２の区
分Ａ３の、前記長手方向軸線Ｍに沿って延びる長さＬ３との商Ｌ５／Ｌ３が、１．２５以
下であり、好適には１以下である、実施形態１から１５までのいずれか１項記載のノズル
（２）。
　実施形態１７　
　前記第１の区分の長さ、前記第２の区分の長さ、前記第３の区分の長さおよび前記第４
の区分の長さに対して、
Ｌ１≦２ｍｍ、Ｌ３≦３ｍｍ、Ｌ５≦２ｍｍおよびＬ７≦３ｍｍ、好適には
Ｌ１≦１ｍｍ、Ｌ３≦１．５ｍｍ、Ｌ５≦１．５ｍｍおよびＬ７≦２．５ｍｍ
が当てはまる、実施形態１から１６までのいずれ１項記載のノズル（２）。
　実施形態１８　
　前記第２の区分Ａ３の、前記長手方向軸線Ｍに沿って延びる長さＬ３と、前記第２の区
分Ａ３の直径Ｄ３との商Ｌ３／Ｄ３が、０．６～１．７、好適には０．６５～１．５５で
ある、実施形態１から１７までのいずれか１項記載のノズル（２）。
　実施形態１９　
　前記第４の区分Ａ７の最大の直径Ｄ７が、前記第１の区分Ａ１の最大の直径Ｄ１および
／または前記ノズル開口（２４）の、該ノズル開口（２４）の前記前端部（２２）に直接
に位置する最大の直径Ｄ１と、最小で同一の大きさであり、かつ最大で前記直径Ｄ１の２
倍の大きさである、実施形態１から１８までのいずれか１項記載のノズル（２）。
　実施形態２０　
　前記第１の区分Ａ１の前記内面（２１１および／または２１１および２１３）により形
成される容積Ｖ１０が、前記第２の区分Ａ３の前記内面（２２０）により形成される容積
Ｖ３０よりも大きく、好適には最小で１．３倍大きく、かつ／または最大で２．５倍大き
く、さらに好適には最大で２．２倍大きい、実施形態１から１９までのいずれか１項記載
のノズル（２）。
　実施形態２１　
　前記第１の区分Ａ１から前記第２の区分Ａ３への前記移行部において、前記第２の区分
Ａ３の直径Ｄ３が、前記第１の区分Ａ１の直径Ｄ２および／または最小の直径Ｄ２よりも
最小で０．２ｍｍ小さく、かつ／または最大で０．６ｍｍ小さい、実施形態１から２０ま
でのいずれか１項記載のノズル（２）。
　実施形態２２　
　実施形態１から２１までのいずれか１項記載のノズル（２）と、ノズル保護キャップ（
６）とから成るアセンブリであって、前記ノズル（２）と前記ノズル保護キャップ（６）
とが、少なくとも前端部（２２）およびノズル開口（２４）の領域において互いに離間し
て配置されており、前記ノズル保護キャップ（６）が、前記ノズル開口（２４）に長手方
向軸線Ｍ上で整合する開口（６４）を有している、アセンブリ。
　実施形態２３　
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　前記ノズル（２）の外面（２３）と、前記ノズル保護キャップ（６）の内面（６２）と
の間に、ノズルキャップ（５）が配置されている、実施形態２２記載のアセンブリ。
　実施形態２４　
　前記ノズル保護キャップ（６）の開口（６４）が、前記ノズル（２）の横断面積Ａ１０
よりも大きな横断面積Ａ６０、好適には前記ノズル（２）の、前記ノズル保護キャップ（
６）に向かって延長された仮想の接続ラインＶ１により投影される仮想の面積Ａ７０と同
一の大きさであるかまたは該仮想の面積Ａ７０よりも大きな横断面積Ａ６０を有している
か、または前記ノズル（２）の直径Ｄ１よりも大きな直径Ｄ６、好適には前記ノズル（２
）の、前記ノズル保護キャップ（６）に向かって延長された仮想の接続ラインＶ１により
投影される仮想の面積Ａ７０の直径Ｄ７０と同一の大きさであるかまたは該直径Ｄ７０よ
りも大きな直径Ｄ６を有している、かつ／または前記ノズル保護キャップ（６）の前記開
口（６４）が、前記ノズル（２）の横断面積Ａ１０よりも大きな横断面積Ａ６０、好適に
は前記ノズル（２）の、前記ノズル保護キャップ（６）に向かって延長された仮想の接続
ラインＶ２により投影される仮想の面積Ａ８０と同一の大きさであるかまたは該面積Ａ８
０よりも大きな横断面積Ａ６０を有しているか、または前記ノズル（２）の直径Ｄ１より
も大きな直径Ｄ６、好適には前記ノズル（２）の、前記ノズル保護キャップ（６）に向か
って延長された仮想の接続ラインＶ２により投影される仮想の面積Ａ８０の直径Ｄ８０と
同一の大きさであるかまたは該直径Ｄ８０よりも大きな直径Ｄ６を有している、実施形態
２２または２３記載のアセンブリ。
　実施形態２５　
　前記ノズル（２）の前記第１の区分Ａ１の長さＬ１および／または前記第２の区分Ａ３
の長さＬ３および／または長さＬ１と長さＬ３との合計が、前記ノズル（２）の前記前端
部（２２）の外面（２３０）と、前記ノズル保護キャップ（６）の前記内面（６２）との
間の最短の間隔Ｌ６１の長さよりも大きい、実施形態２２から２４までのいずれか１項記
載のアセンブリ。
　実施形態２６　
　前記ノズル（２）または前記ノズルキャップ（５）が、前記ノズル保護キャップ（６）
から、前記開口（７１）を含むガスガイド部（７）によって互いに電気絶縁されて配置さ
れている、実施形態２２から２５までのいずれか１項記載のアセンブリ。
　実施形態２７　
　前記ガスガイド部（７）の前記開口（７１）が、前記長手方向軸線Ｍに対して半径方向
に、または前記長手方向軸線Ｍの半径方向線に対してずらされてまたは傾斜して、または
前記長手方向軸線Ｍに対して平行に、または前記長手方向軸線Ｍに対して傾斜して配置さ
れている、実施形態２６記載のアセンブリ。
　実施形態２８　
　前記長手方向軸線Ｍに沿って互いに離間して配置されている、実施形態１から２１まで
のいずれか１項記載のノズル（２）と、電極（３）とから成る、アセンブリ。
　実施形態２９　
　電極（３）を含み、該電極（３）が、電極ホルダ（３２）と、該電極（３）の前端部（
３３）に設けられた放射インサート（３１）とを含み、該放射インサート（３１）が、前
記長手方向軸線Ｍに沿って前記ノズル開口（２４）に整合して延びていて、前記電極（３
）の前記前端部（３３）が、前記ノズル（２）の内室（２５）内に配置されていて、前記
電極（３）の前記前端部（３３）の外面（３４）と、前記ノズル開口（２４）の前記区分
Ａ３との間の間隔Ｌ１３が、前記第１の区分Ａ１の長さＬ１および／または前記第２の区
分Ａ３の長さＬ３および／または前記ノズル（２）の前記第１の区分Ａ１の長さＬ１と前
記第２の区分Ａ３の長さＬ３との合計よりも最小で１．５倍大きい、実施形態２８記載の
アセンブリ。
　実施形態３０　
　前記ノズル（２）と前記電極（３）とが、前記開口（４１）を含むガスガイド部（４）
により互いに電気的に絶縁されて離間して配置されている、実施形態２８または２９記載
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のアセンブリ。
　実施形態３１　
　前記ガスガイド部（４）が、開口（４１）を含んでいる、実施形態２８から３０までの
いずれか１項記載のアセンブリ。
　実施形態３２　
　前記開口（４１）が、前記長手方向軸線Ｍに対して半径方向に、または前記長手方向軸
線Ｍの半径方向線に対してずらされてまたは傾斜して、または前記長手方向軸線Ｍに対し
て平行に、または前記長手方向軸線Ｍに対して傾斜して配置されている、実施形態３１記
載のアセンブリ。
　実施形態３３　
　前記電極が、電極ホルダ（３２）と、放射インサート（３１）とを含んでいて、該放射
インサート（３１）が、前記電極（３）の前記前端部（３３）において前記電極ホルダ（
３２）から突出していない、実施形態２８から３２までのいずれか１項記載のアセンブリ
。
　実施形態３４　
　実施形態１から２１までのいずれか１項記載のノズル（２）および／または実施形態２
２から３３までのいずれか１項記載のアセンブリを含む、プラズマトーチヘッド、レーザ
切断ヘッドまたはプラズマレーザ切断ヘッド。
　実施形態３５　
　実施形態３４記載のプラズマトーチヘッドを含む、プラズマトーチ。
　実施形態３６　
　プラズマアークトーチ、プラズマ切断トーチまたはプラズマアーク切断トーチである、
実施形態３５記載のプラズマトーチ。
　実施形態３７　
　実施形態１から２１までのいずれか１項記載のノズル（２）および／または実施形態２
２から２７までのいずれか１項記載のアセンブリを含む、レーザ切断ヘッド。
　実施形態３８　
　実施形態１から２１までのいずれか１項記載のノズル（２）および／または実施形態２
２から３３までのいずれか１項記載のアセンブリを含む、プラズマレーザ切断ヘッド。
　実施形態３９　
　実施形態３５または３６記載のプラズマトーチを使用する、プラズマ切断法。
　実施形態４０　
　実施形態３７記載のレーザ切断ヘッドを使用する、レーザ切断法。
　実施形態４１　
　実施形態３８記載のプラズマレーザ切断ヘッドを使用する、プラズマレーザ切断法。
　実施形態４２　
　酸化性ガス、非酸化性ガスおよび／または還元ガスまたはガス混合物をプラズマガスお
よび／またはプロセスガスおよび／または二次ガスとして使用する、実施形態３９から４
１までのいずれか１項記載の方法。
【手続補正２】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　プラズマトーチヘッド、レーザ切断ヘッドまたはプラズマレーザ切断ヘッド用のノズル
（２）であって、長手方向軸線Ｍを有する本体（２０）と、前端部（２２）と、後端部（
２８）と、前記前端部（２２）に設けられたノズル開口（２４）とを含み、前記前端部（
２２）の前記ノズル開口（２４）が、前記前端部から見て、縦断面で少なくとも以下の区
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分、すなわち
　－前記長手方向軸線Ｍに沿って延び、前記後端部（２８）に向かう方向で先細りする第
１の区分Ａ１であって、内面（２１１）と、前記前端部（２２）に設けられた本体エッジ
（２０１）とを備えた第１の区分Ａ１と、
　－前記長手方向軸線Ｍに沿って延びる第２の区分Ａ３であって、内面（２２０）と、前
記第１の区分Ａ１から前記第２の区分Ａ３への移行部に設けられた本体エッジ（２０３）
とを備えた第２の区分Ａ３と
を含んでいて、
　前記前端部（２２）における前記ノズル開口（２４）の前記本体エッジ（２０１）と、
前記第１の区分Ａ１から前記第２の区分Ａ３への前記移行部に設けられた前記本体エッジ
（２０３）との間の仮想の接続ラインＶ１と、前記長手方向軸線Ｍとが、１５°～４０°
の範囲の角度α１を形成し、かつ／または前記第１の区分Ａ１の前記内面（２１１）と、
前記長手方向軸線Ｍとが、１０°～３０°の範囲の角度αを形成し、かつ
　前記第１の区分Ａ１から前記第２の区分Ａ３への前記移行部に設けられた前記本体エッ
ジ（２０３）と前記第２の区分Ａ３から第３の区分Ａ５への移行部に設けられた本体エッ
ジ（２０５）との間の仮想の接続ラインＶ３と、前記長手方向軸線Ｍとが、０°～８°の
範囲の角度γ１を形成して前記後端部（２８）に向かう方向で拡開するか、または１７２
°～１８０°の範囲の角度γ１を形成して前記後端部（２８）に向かう方向で先細りする
か、または前記長手方向軸線Ｍに対して平行に延びる、または
　前記第２の区分Ａ３の前記内面（２２０）が、０°～８°の範囲の角度γで前記後端部
（２８）に向かう方向で拡開するか、または１７２°～１８０°の範囲の角度で前記後端
部（２８）の方向に向かう方向で先細りするか、または前記長手方向軸線Ｍに対して平行
に延びる、
ノズル（２）。
【請求項２】
　前記第１の区分Ａ１から前記第２の区分Ａ３への前記移行部において、または該移行部
の手前または直前に、前記長手方向軸線Ｍに対して４５°～１２０°の範囲の角度βで延
びる、少なくとも１つの別の内面（２１３）が位置している、請求項１記載のノズル（２
）。
【請求項３】
　前記前端部（２２）から見て、前記第２の区分Ａ３の背後に、前記長手方向軸線Ｍに沿
って延び、前記後端部（２８）に向かう方向で拡開する、内面（２２４）を備えた第３の
区分Ａ５が存在している、請求項１または２記載のノズル（２）。
【請求項４】
　前記第３の区分（Ａ５）の前記内面（２２４）が、前記長手方向軸線Ｍに沿って前記後
端部（２８）に向かう方向で拡開する少なくとも１つの領域を有していて、該領域の内面
と、前記長手方向軸線Ｍとが、３０°～９０°の範囲の角度δを形成する、請求項３記載
のノズル。
【請求項５】
　前記前端部（２２）から見て、前記第３の区分Ａ５の背後に、内面（２２７）を備えた
第４の区分Ａ７が存在していて、前記第２の区分Ａ３から前記第３の区分Ａ５への前記移
行部に設けられた前記本体エッジ（２０５）と、前記第３の移行部Ａ５から前記第４の区
分Ａ７への移行部に設けられた本体エッジ（２０６）との間の仮想の接続ラインＶ４と、
前記長手方向軸線Ｍとが、３０°～９０°の範囲の角度δ１を形成し、かつ／または前記
第３の区分Ａ５の前記内面（２２４）と、前記長手方向軸線Ｍとが、３０°～９０°の範
囲の角度δを形成する、請求項３記載のノズル。
【請求項６】
　前記前端部（２２）から見て、前記第３の区分Ａ５の背後に、内面（２２７）を備えた
第４の区分Ａ７が存在していて、該第４の区分Ａ７の前記内面（２２７）が、前記長手方
向軸線Ｍに対して０°～１０°の範囲の角度εで前記後端部（２８）に向かう方向で拡開
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するか、または１７０°～１８０°の範囲の角度で前記後端部（２８）に向かう方向で先
細りするか、または前記長手方向軸線Ｍに対して平行に延びる少なくとも１つの領域を有
している、または
　前記第４の区分Ａ７の前記内面（２２７）が、前記長手方向軸線Ｍに対して、０°～１
０°の範囲の角度εで前記後端部（２８）に向かう方向で拡開するか、または１７０°～
１８０°の範囲の角度で前記後端部（２８）に向かう方向で先細りするか、または前記長
手方向軸線Ｍに対して平行に延びる、請求項３記載のノズル（２）。
【請求項７】
　前記第１の区分Ａ１が、前記前端部（２２）から見て、円錐状、凸状または凹状に先細
りする、かつ／または
　前記第２の区分Ａ３が、円錐状、凸状または凹状に先細りするかまたは拡開する、かつ
／または
　前記第３の区分Ａ５が、円錐状、凸状または凹状に拡開する、かつ／または
　前記第４の区分Ａ７が、円錐状、凸状または凹状に先細りするかまたは拡開する、
請求項１から６までのいずれか１項記載のノズル（２）。
【請求項８】
　前記第１の区分Ａ１が、前記前端部（２２）から見て、連続的または非連続的に先細り
する、かつ／または
　前記第２の区分Ａ３が、連続的または非連続的に先細りするかまたは拡開する、かつ／
または
　前記第３の区分Ａ５が、連続的または非連続的に拡開する、かつ／または
　前記第４の区分Ａ７が、連続的または非連続的に先細りするかまたは拡開する、
請求項１から６までのいずれか１項記載のノズル（２）。
【請求項９】
　前記第１の区分Ａ１が、前記前端部（２２）から見て、段階的に先細りする、かつ／ま
たは
　前記第２の区分Ａ３が、段階的にかつ／または前記長手方向軸線Ｍに対して垂直方向に
先細りするかまたは拡開する、かつ／または
　前記第３の区分Ａ５が、段階的にかつ／または前記長手方向軸線Ｍに対して垂直方向に
拡開する、かつ／または
　前記第４の区分Ａ７が、段階的にかつ／または前記長手方向軸線Ｍに対して垂直方向に
先細りするかまたは拡開する、
　請求項１から６までのいずれか１項記載のノズル（２）。
【請求項１０】
　前記第１の区分Ａ１および前記第２の区分Ａ３、または
　前記第２の区分Ａ３および前記第３の区分Ａ５、または
　前記第３の区分Ａ５および前記第４の区分Ａ７、または
　前記第１の区分Ａ１、前記第２の区分Ａ３および前記第３の区分Ａ５、または
　前記第２の区分Ａ３、前記第３の区分Ａ５および前記第４の区分Ａ７、または
　前記第１の区分Ａ１、前記第２の区分Ａ３、前記第３の区分Ａ５および前記第４の区分
Ａ７が、互いに直接に続いている、請求項１から９までのいずれか１項記載のノズル（２
）。
【請求項１１】
　前記第１の区分Ａ１の最大の横断面積Ａ１０、および／または前記ノズル開口（２４）
の、該ノズル開口（２４）の前記前端部（２２）に直接に位置する最大の横断面積Ａ１０
が、前記第２の区分Ａ３の最小の横断面積Ａ３０，Ａ３１および／または前記ノズル開口
（２４）の最小の横断面積Ａ３０，Ａ３１よりも最小で１．７倍大きく、かつ／または最
大で４．０倍大きい、請求項１から１０までのいずれか１項記載のノズル（２）。
【請求項１２】
　前記第１の区分Ａ１の最大の直径Ｄ１、および／または前記ノズル開口（２４）の、該
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ノズル開口（２４）の前記前端部に直接に位置する最大の直径Ｄ１が、前記第２の区分Ａ
３の最小の直径Ｄ３および／または前記ノズル開口（２４）の最小の直径Ｄ３よりも最小
で１．３倍大きく、かつ／または最大で２．１倍大きい、請求項１から１１までのいずれ
か１項記載のノズル（２）。
【請求項１３】
　前記第１の区分Ａ１の最大の直径Ｄ１、および／または前記ノズル開口（２４）の、該
ノズル開口（２４）の前記前端部（２２）に直接に位置する最大の直径Ｄ１が、前記第２
の区分Ａ３の最小の直径Ｄ３および／または前記ノズル開口（２４）の最小の直径Ｄ３よ
りも最小で０．５ｍｍ大きく、かつ／または最大で１．２ｍｍ大きい、請求項１から１２
までのいずれか１項記載のノズル（２）。
【請求項１４】
　前記第１の区分Ａ１の、前記長手方向軸線Ｍに沿って延びる長さＬ１と、前記第２の区
分Ａ３の、前記長手方向軸線Ｍに沿って延びる長さＬ３との商Ｌ１／Ｌ３が、０．５～１
．２である、請求項１から１３までのいずれか１項記載のノズル（２）。
【請求項１５】
　前記第３の区分Ａ５の、前記長手方向軸線Ｍに沿って延びる長さＬ５と、前記第１の区
分Ａ１の、前記長手方向軸線Ｍに沿って延びる長さＬ１との商Ｌ５／Ｌ１が、１．５以下
である、請求項１から１４までのいずれか１項記載のノズル（２）。
【請求項１６】
　前記第３の区分Ａ５の、前記長手方向軸線Ｍに沿って延びる長さＬ５と、前記第２の区
分Ａ３の、前記長手方向軸線Ｍに沿って延びる長さＬ３との商Ｌ５／Ｌ３が、１．２５以
下である、請求項１から１５までのいずれか１項記載のノズル（２）。
【請求項１７】
　前記第１の区分の長さ、前記第２の区分の長さ、前記第３の区分の長さおよび前記第４
の区分の長さに対して、
Ｌ１≦２ｍｍ、Ｌ３≦３ｍｍ、Ｌ５≦２ｍｍおよびＬ７≦３ｍｍ、
が当てはまる、請求項１から１６までのいずれ１項記載のノズル（２）。
【請求項１８】
　前記第２の区分Ａ３の、前記長手方向軸線Ｍに沿って延びる長さＬ３と、前記第２の区
分Ａ３の直径Ｄ３との商Ｌ３／Ｄ３が、０．６～１．７である、請求項１から１７までの
いずれか１項記載のノズル（２）。
【請求項１９】
　前記第４の区分Ａ７の最大の直径Ｄ７が、前記第１の区分Ａ１の最大の直径Ｄ１および
／または前記ノズル開口（２４）の、該ノズル開口（２４）の前記前端部（２２）に直接
に位置する最大の直径Ｄ１と、最小で同一の大きさであり、かつ最大で前記直径Ｄ１の２
倍の大きさである、請求項１から１８までのいずれか１項記載のノズル（２）。
【請求項２０】
　前記第１の区分Ａ１の前記内面（２１１および／または２１１および２１３）により形
成される容積Ｖ１０が、前記第２の区分Ａ３の前記内面（２２０）により形成される容積
Ｖ３０よりも大きく、かつ／または最大で２．５倍大きい、請求項１から１９までのいず
れか１項記載のノズル（２）。
【請求項２１】
　前記第１の区分Ａ１から前記第２の区分Ａ３への前記移行部において、前記第２の区分
Ａ３の直径Ｄ３が、前記第１の区分Ａ１の直径Ｄ２および／または最小の直径Ｄ２よりも
最小で０．２ｍｍ小さく、かつ／または最大で０．６ｍｍ小さい、請求項１から２０まで
のいずれか１項記載のノズル（２）。
【請求項２２】
　請求項１から２１までのいずれか１項記載のノズル（２）と、ノズル保護キャップ（６
）とから成るアセンブリであって、前記ノズル（２）と前記ノズル保護キャップ（６）と
が、少なくとも前端部（２２）およびノズル開口（２４）の領域において互いに離間して
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配置されており、前記ノズル保護キャップ（６）が、前記ノズル開口（２４）に長手方向
軸線Ｍ上で整合する開口（６４）を有している、アセンブリ。
【請求項２３】
　前記ノズル（２）の外面（２３）と、前記ノズル保護キャップ（６）の内面（６２）と
の間に、ノズルキャップ（５）が配置されている、請求項２２記載のアセンブリ。
【請求項２４】
　前記ノズル保護キャップ（６）の開口（６４）が、前記ノズル（２）の横断面積Ａ１０
よりも大きな横断面積Ａ６０を有しているか、または前記ノズル（２）の直径Ｄ１よりも
大きな直径Ｄ６を有している、かつ／または前記ノズル保護キャップ（６）の前記開口（
６４）が、前記ノズル（２）の横断面積Ａ１０よりも大きな横断面積Ａ６０を有している
か、または前記ノズル（２）の直径Ｄ１よりも大きな直径Ｄ６を有している、請求項２２
または２３記載のアセンブリ。
【請求項２５】
　前記ノズル（２）の前記第１の区分Ａ１の長さＬ１および／または前記第２の区分Ａ３
の長さＬ３および／または長さＬ１と長さＬ３との合計が、前記ノズル（２）の前記前端
部（２２）の外面（２３０）と、前記ノズル保護キャップ（６）の前記内面（６２）との
間の最短の間隔Ｌ６１の長さよりも大きい、請求項２２から２４までのいずれか１項記載
のアセンブリ。
【請求項２６】
　前記ノズル（２）または前記ノズルキャップ（５）が、前記ノズル保護キャップ（６）
から、前記開口（７１）を含むガスガイド部（７）によって互いに電気絶縁されて配置さ
れている、請求項２２から２５までのいずれか１項記載のアセンブリ。
【請求項２７】
　前記ガスガイド部（７）の前記開口（７１）が、前記長手方向軸線Ｍに対して半径方向
に、または前記長手方向軸線Ｍの半径方向線に対してずらされてまたは傾斜して、または
前記長手方向軸線Ｍに対して平行に、または前記長手方向軸線Ｍに対して傾斜して配置さ
れている、請求項２６記載のアセンブリ。
【請求項２８】
　前記長手方向軸線Ｍに沿って互いに離間して配置されている、請求項１から２１までの
いずれか１項記載のノズル（２）と、電極（３）とから成る、アセンブリ。
【請求項２９】
　電極（３）を含み、該電極（３）が、電極ホルダ（３２）と、該電極（３）の前端部（
３３）に設けられた放射インサート（３１）とを含み、該放射インサート（３１）が、前
記長手方向軸線Ｍに沿って前記ノズル開口（２４）に整合して延びていて、前記電極（３
）の前記前端部（３３）が、前記ノズル（２）の内室（２５）内に配置されていて、前記
電極（３）の前記前端部（３３）の外面（３４）と、前記ノズル開口（２４）の前記区分
Ａ３との間の間隔Ｌ１３が、前記第１の区分Ａ１の長さＬ１および／または前記第２の区
分Ａ３の長さＬ３および／または前記ノズル（２）の前記第１の区分Ａ１の長さＬ１と前
記第２の区分Ａ３の長さＬ３との合計よりも最小で１．５倍大きい、請求項２８記載のア
センブリ。
【請求項３０】
　前記ノズル（２）と前記電極（３）とが、前記開口（４１）を含むガスガイド部（４）
により互いに電気的に絶縁されて離間して配置されている、請求項２８または２９記載の
アセンブリ。
【請求項３１】
　前記ガスガイド部（４）が、開口（４１）を含んでいる、請求項２８から３０までのい
ずれか１項記載のアセンブリ。
【請求項３２】
　前記開口（４１）が、前記長手方向軸線Ｍに対して半径方向に、または前記長手方向軸
線Ｍの半径方向線に対してずらされてまたは傾斜して、または前記長手方向軸線Ｍに対し
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て平行に、または前記長手方向軸線Ｍに対して傾斜して配置されている、請求項３１記載
のアセンブリ。
【請求項３３】
　前記電極が、電極ホルダ（３２）と、放射インサート（３１）とを含んでいて、該放射
インサート（３１）が、前記電極（３）の前記前端部（３３）において前記電極ホルダ（
３２）から突出していない、請求項２８から３２までのいずれか１項記載のアセンブリ。
【請求項３４】
　請求項１から２１までのいずれか１項記載のノズル（２）および／または請求項２２か
ら３３までのいずれか１項記載のアセンブリを含む、プラズマトーチヘッド、レーザ切断
ヘッドまたはプラズマレーザ切断ヘッド。
【請求項３５】
　請求項３４記載のプラズマトーチヘッドを含む、プラズマトーチ。
【請求項３６】
　プラズマアークトーチ、プラズマ切断トーチまたはプラズマアーク切断トーチである、
請求項３５記載のプラズマトーチ。
【請求項３７】
　請求項１から２１までのいずれか１項記載のノズル（２）および／または請求項２２か
ら２７までのいずれか１項記載のアセンブリを含む、レーザ切断ヘッド。
【請求項３８】
　請求項１から２１までのいずれか１項記載のノズル（２）および／または請求項２２か
ら３３までのいずれか１項記載のアセンブリを含む、プラズマレーザ切断ヘッド。
【請求項３９】
　請求項３５または３６記載のプラズマトーチを使用する、プラズマ切断法。
【請求項４０】
　請求項３７記載のレーザ切断ヘッドを使用する、レーザ切断法。
【請求項４１】
　請求項３８記載のプラズマレーザ切断ヘッドを使用する、プラズマレーザ切断法。
【請求項４２】
　酸化性ガス、非酸化性ガスおよび／または還元ガスまたはガス混合物をプラズマガスお
よび／またはプロセスガスおよび／または二次ガスとして使用する、請求項３９から４１
までのいずれか１項記載の方法。
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